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平成１７年１２月期    個別財務諸表の概要     平成１８年 ２月１０日 
 
上  場  会  社  名  アサヒビール株式会社       上場取引所  東証・大証各第１部  

 コ  ー  ド 番  号 ２ ５ ０ ２                     本社所在都道府県  東京都 
  （ＵＲＬ http://www.asahibeer.co.jp） 

 代 表 者  役職名 代表取締役社長 氏 名 池田 弘一 

 問合せ先責任者  役職名 広 報 部 長 氏 名 古田土俊男          ＴＥＬ ０３（５６０８）５１２６ 

 決算取締役会開催日 平成１８年２月１０日         中間配当制度の有無 ： 有  
 配当支払開始予定日 平成１８年３月３１日         定時株主総会開催日 平成１８年３月３０日 
 単元株制度採用の有無 ： 有（１単元１００株） 

  １．平成１７年１２月期の業績（平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日） 
  (1)経営成績                   (百万円未満切捨て) 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

平成１７年１２月期 
平成１６年１２月期 

 １，０５４，１６１ △5.6

 １，１１６，３６０  0.8

 ７８，５１３  △14.4

９１，７３３    26.8
７６，９０５  △13.3

   ８８，６５９   41.1
 

         
当 期 純 利 益 １ 株 当 た り

当 期 純 利 益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総  資  本 
経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円   ％    円 銭    円 銭 ％ ％ ％

平成１７年１２月期 
平成１６年１２月期 

３５，４９８  25.9 
２８，１９６  72.1 

 ７３ ４１ 
５７ ８０ 

 ７２ ３３ 
 ５６ ０８ 

８．５ 
７．１ 

７．６ 
８．４ 

７．３

７．９

  (注) １．期中平均株式数    平成 17 年 12 月期 482,858,405 株  平成 16 年 12 月期 486,249,215 株 

２．会計処理の方法の変更 無 

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率 

 

  (2)配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
  中  間 期  末 

配 当 金 総 額

（ 年 間 ）
配 当 性 向 株 主 資 本

配   当   率
 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％ 

平成１７年１２月期 
平成１６年１２月期 

１７ ００ 
 １５ ００ 

  ７ ５０

７ ５０

  ９ ５０

  ７ ５０

８，１８１ 
７，２７８ 

２３．２ 
２６．０ 

  １．９ 
１．８ 

   

  (3)財政状態 
  

総 資 産 

 

株  主  資  本 

 

株 主 資 本 比 率 
1 株 当 た り 

株  主  資  本 

   百万円   百万円 ％ 円  銭 
平成１７年１２月期 
平成１６年１２月期 

９８１，１５１ 
１，０３８，３１９ 

４３３，６８９ 
４０３，７６３ 

    ４４．２ 
３８．９ 

   ９０７ ０２ 
   ８３１ ８８ 

 
   (注)１．期末発行済株式数  平成 17 年 12 月期 478,091,105 株  平成 16 年 12 月期 485,250,957 株 

     ２．期末自己株式数   平成 17 年 12 月期  15,494,757 株  平成 16 年 12 月期  28,334,905 株 

      

  ２．平成１８年１２月期の業績予想（平成１８年１月１日～平成１８年１２月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
 

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
中  間 期  末  

 百万円 百万円  百万円 円  銭    円  銭  円  銭

中間期 
通 期 

５００，０００ 
１，０９５，０００ 

２９，０００

８８，０００

１１，５００ 
４２，０００ 

８ ５０ 

－ 

－ 
８ ５０ 

－ 

１７ ００ 
  （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）８７円７５銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載して

おります。実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。 
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比  較  貸  借  対  照  表 

（金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 

平成 17 年 12 月 31 日現在 

平成１６年１２月期 

平成 16 年 12 月 31 日現在 

増 減 

（△印減） 

        期  別 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ 

Ⅰ 流 動 資 産 283,947 28.9 338,687 32.6 △54,740

 現 金 及 び 預 金 3,043 4,886  △1,843

 受 取 手 形 5,434 6,937  △1,502

 売 掛 金 190,726 220,878  △30,152

 商 品 ・ 製 品 9,955 9,772  182

 半 製 品 8,501 7,330  1,171

 原 材 料 12,853 11,794  1,058

 貯 蔵 品 4,459 5,012  △553

 短 期 貸 付 金 41,359 46,056  △4,697

 前 払 費 用 6,660 7,307  △647

 未 収 入 金 5,036 12,693  △7,656

 繰 延 税 金 資 産 4,121 17,527  △13,406

 そ の 他 663 484  179

 貸 倒 引 当 金 △8,867 △11,994  3,127

   

Ⅱ 固 定 資 産 697,203 71.1 699,631 67.4 △2,427

 有 形 固 定 資 産 490,488 514,023  △23,534

  建 物 138,408 146,440  △8,031

  機 械 及 び 装 置 156,267 163,174  △6,906

  工 具 器 具 備 品 46,529 48,041  △1,512

  土 地 123,308 129,947  △6,639

  建 設 仮 勘 定 4,132 3,335  796

  そ の 他 21,842 23,083  △1,240

   

 無 形 固 定 資 産 8,434 12,656  △4,222

   

 投 資 そ の 他 の 資 産 198,280 172,951  25,329

  投 資 有 価 証 券 73,342 50,869  22,473

  関 係 会 社 株 式 85,124 66,437  18,686

  長 期 貸 付 金 14,846 18,388  △3,542

  繰 延 税 金 資 産 6,421 14,897  △8,476

  そ の 他 28,631 33,132  △4,500

  貸 倒 引 当 金 △10,086 △10,774  688

   

資 産 合 計 981,151 100.0 1,038,319 100.0 △57,167
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（金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 

平成 17 年 12 月 31 日現在 

平成１６年１２月期 

平成 16 年 12 月 31 日現在 

増 減 

（△印減） 

       期  別   

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ 

Ⅰ 流 動 負 債 385,484 39.3 423,167 40.8 △37,683

 支 払 手 形 271 229  41

 買 掛 金 52,837 49,162  3,675

 短 期 借 入 金 47,104 22,018  25,086

 １ 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 50,000 49,997  3

 未 払 金 12,967 10,654  2,313

 未 払 酒 税 124,644 138,199  △13,555

 未 払 消 費 税 等 5,484 9,099   △3,615

 未 払 法 人 税 等 － 21,010  △21,010

 未 払 費 用 35,125 45,664  △10,538

 預 り 金 52,530 75,637  △23,107

 コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 3,500 －  3,500

 賞 与 引 当 金 948 1,398  △449

 そ の 他 69 96  △26

   

Ⅱ 固 定 負 債 161,977 16.5 211,387 20.3 △49,409

 社 債 70,000 120,000  △50,000

 長 期 借 入 金 46,500 46,500  －

 長 期 預 り 金 34,503 32,974  1,529

 

 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

10,567

406

11,565

346

 

 

△998

59

負 債 合 計 547,462 55.8 634,555 61.1 △87,093

（ 資 本 の 部 ）  

Ⅰ 資 本 金 182,531 18.6 182,531 17.6 －

Ⅱ 資 本 剰 余 金 172,718 17.6 190,291 18.3 △17,573

  資 本 準 備 金 130,292 130,292  －

  そ の 他 資 本 剰 余 金 42,425 59,999  △17,573

Ⅲ 利 益 剰 余 金 79,445 8.1 51,318 4.9 28,127

  任 意 積 立 金 42,402 22,606  19,795

  当 期 未 処 分 利 益 37,043 28,711  8,332

Ⅳ その他有価証券評価差額金 16,310 1.6 4,507 0.4 11,803

Ⅴ 自 己 株 式 △17,317 △1.7 △24,885 △2.3 7,568

資 本 合 計 433,689 44.2 403,763 38.9 29,925

負 債 資 本 合 計 981,151 100.0 1,038,319 100.0 △57,167
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〔貸借対照表の注記〕 

 

１.有形固定資産に対する減価償却累計額                    （金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 増 減  

摘       要 金   額 金   額 （ △ 印 減 ） 

有形固定資産に対する減価償却累計額 ４２１，８５８ ３９９，０６１ ２２，７９７ 

 

２．自己株式                                （金額単位：百万円） 

増 減 
摘       要 平成１７年１２月期 平成１６年１２月期

（ △ 印 減 ） 

株  数 (株) １５，４９４，７５７ ２８，３３４，９０５ △１２，８４０，１４８ 自 己 株 式 

金  額 １７，３１７ ２４，８８５ △７，５６８ 

   

  ３．期末日満期手形の処理 

     期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。従って当期末日は金融機関の休業日のため、次の通り

期末日満期手形が期末残高に含まれております。                           （金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 平成１６年１２月期  

摘       要 金   額 金   額 

増 減 

（ △ 印 減 ） 

受 取 手 形 １５３ ５３ １００ 

支 払 手 形 １０ ８ ２ 

 

  ４．保証債務 

（１）銀行借入等に対する保証債務等                       （金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 増 減  

摘       要 金   額 金   額 （ △ 印 減 ） 

保 証 債 務 ３３，７０９ ２８，３２１ ５，３８８ 

保 証 予 約 ６０ １００ △４０ 

経 営 指 導 念 書 等 ３，６２５ ４，１２５ △５００ 

  （２）デリバティブ取引に対する保証債務等                   （金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 増 減  

摘       要 金   額 金   額 （ △ 印 減 ） 

契 約 額 等 ６，０００ ２，０００ ４，０００ 
保 証 債 務 

評 価 損 益 △３６ △３０ △６ 

契 約 額 等 ３，０００ ３，０００ － 
経 営 指 導 念 書 等 

評 価 損 益 △２１２ △５９６ ３８４ 

（注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスク等を回避する目的のものであります。 
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比  較  損  益  計  算  書 

（金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 

自平成 17 年 1 月 1 日 

至平成 17 年 12 月 31 日 

平成１６年１２月期 

自平成 16 年 1 月 1 日 

至平成 16 年 12 月 31 日 

増 減 

（△印減）

期  別    

科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 1,054,161 100.0 1,116,360 100.0 △62,199
Ⅱ 売 上 原 価 753,797 71.5 803,486 72.0 △49,689

 売 上 総 利 益 300,363 28.5 312,873 28.0 △12,510
    
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 221,849 21.1 221,140 19.8 709

  販 売 奨 励 金 及 び 手 数 料 77,768 76,249  1,519
  広 告 宣 伝 費 32,207 32,342  △135
  運 搬 費 17,445 16,926  518
  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 30  △30
  従 業 員 給 与 手 当 19,074 19,244  △170
  従 業 員 賞 与 7,290 7,795  △504
 

 

 

 

退 職 給 付 費 用 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 

2,351
73

3,198 
73 

 
 

△847
0

  減 価 償 却 費 5,037 5,207  △169
  事 業 税 834 －  834
  そ の 他 59,766 60,071  △304

 営 業 利 益 78,513 7.4 91,733 8.2 △13,220
    
Ⅳ 営 業 外 収 益 2,959 0.3 2,749 0.2 209

  受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,955 1,844  111
  雑 収 入 1,003 905  97
    
Ⅴ 営 業 外 費 用 4,567 0.4 5,823 0.5 △1,256

  支 払 利 息 2,202 2,806  △603
  雑 支 出 2,365 3,017  △652

 経 常 利 益 76,905 7.3 88,659 7.9 △11,754
    
Ⅵ 特 別 利 益 2,584 0.2 522 0.0 2,062

  固 定 資 産 売 却 益 503 300  203
  投 資 有 価 証 券 売 却 益 421 213  207
  関 係 会 社 株 式 売 却 益 297 8  289
  貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,361 －  1,361
    
Ⅶ 特 別 損 失 17,870 1.7 37,435 3.3 △19,565

  固 定 資 産 売 却 除 却 損 12,764 7,322  5,442
  投 資 有 価 証 券 売 却 損 77 123  △45
  投 資 有 価 証 券 評 価 損 263 167  96
  関 係 会 社 整 理 損 失 1,381 24,668  △23,286
  関 係 会 社 株 式 売 却 損 － 121  △121
  関 係 会 社 株 式 評 価 損 362 5,033  △4,670
  関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 1,445 －  1,445
  土 地 評 価 損 1,573 －  1,573

 税 引 前 当 期 純 利 益 61,620 5.8 51,746 4.6 9,873
 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,237 1.1 30,199 2.7 △17,962
 法 人 税 等 調 整 額 13,885 1.3 △6,648 △0.6 20,534

 当 期 純 利 益 35,498 3.4 28,196 2.5 7,301
    
 前 期 繰 越 利 益 5,185 4,154  1,030
 中 間 配 当 額 3,639 3,639  △0

 当 期 未 処 分 利 益 37,043 28,711  8,332
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利 益 処 分 計 算 書 （案） 
 

                                      （金額単位：百万円） 

摘 要 平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 
増 減 金 額 

（ △ 印 減 ） 

Ⅰ 当期未処分利益の処分 

当 期 未 処 分 利 益 

固定資産圧縮積立金取崩額 

計 

この処分は次の通りであります。 

 

配 当 金 

取 締 役 賞 与 金 

監 査 役 賞 与 金 

別 途 積 立 金 

次 期 繰 越 利 益 

 

３７，０４３ 

２００ 

３７，２４４ 

 

 

４，５４１ 

４２ 

６ 

２５，０００ 

７，６５３ 

 

２８，７１１ 

２０４ 

２８，９１６ 

 

 

３，６３９ 

７４ 

１７ 

２０，０００ 

５，１８５ 

 

８，３３２ 

△４ 

８，３２８ 

 

 

９０２ 

△３１ 

△１０ 

５，０００ 

２，４６８ 

Ⅱ その他資本剰余金の処分 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 処 分 額 

   配  当  金 

   そ  の  他 

その他資本剰余金次期繰越高 

 

４２，４２５ 

 

－ 

－ 

４２，４２５ 

 

５９，９９９ 

 

－ 

－ 

５９，９９９ 

 

１７，５７３ 

 

－ 

－ 

１７，５７３ 

 

１株当たり配当金 

平成１７年１２月期 平成１６年１２月期  
年  間 中  間 期  末 年  間 中  間 期  末 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭

普通株式 

  （内訳） 

   普通配当 

    

１７ ００ 

 

１７ ００ 

     

 ７ ５０

 

 ７ ５０

     

９ ５０

 

９ ５０

     

１５ ００

 

１５ ００

     

７ ５０ 

 

 ７ ５０ 

     

７ ５０

 

７ ５０
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部 門 別 売 上 高 
（平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日） 

                                             （金額単位：百万円） 

 平成１７年１２月期  平成１６年１２月期 増 減 率 
区 分 

金 額 金 額 （ △ 印 減 ）

 

ビ ー ル 

発 泡 酒 

そ の 他 の 雑 酒 ② 

焼 酎 

低アルコール飲料 

洋 酒 

ワ イ ン 

そ の 他 の 酒 類 等 

不 動 産 

 

 

７２６，２２６ 

１４７，３８７ 

４５，８５８ 

５５，０８７ 

３２，０５１ 

２８，２１９ 

１５，０７２ 

２，９２１ 

１，３３６ 

 

７８６，７５６ 

２００，６４５ 

－ 

５１，７７３ 

２８，３２８ 

２９，５２５ 

１４，３９８ 

３，０４９ 

１，８８２ 

％

△７．７

△２６.５

－

６．４

１３．１

△４．４

４．７

△４．２

△２９．０

合       計 １，０５４，１６１ １，１１６，３６０ △５．６
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［重要な会計方針］ 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1)子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法に基づく原価法 

（2)その他有価証券 

①時価のあるもの･･･期末決算日前一ヶ月の市場価格等の平均価格に基づく時価法 

         （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

②時価のないもの･･･移動平均法に基づく原価法 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品・製品、半製品･･･････総平均法に基づく原価法 

(2) 原材料、貯蔵品･･･････････移動平均法に基づく原価法 

  

３．固定資産の減価償却の方法(***) 

(1)有形固定資産 

  ①生産設備･･････････････････････････････････････････････定額法 

  ②物流設備ほか（平成１０年４月１日以降取得の建物＊）････定額法 

  ③上記以外の物流設備ほか････････････････････････････････定率法 

（*）ただし、建物附属設備は除く。 

(2)無形固定資産 ･･･････････････････････････････････････････定額法(**) 

(**)ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(***)耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。  

 

４．繰延資産の処理方法 ･････････繰延資産については、支出時に全額費用としております。 

 

５．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金････････････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては、個別に回収可能性を検

討して、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金････････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計

上しております。  

             数理計算上の差異は、発生時の翌会計期間から従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１０年）による定額法によって処理しております。 

             過去勤務債務は、発生時から従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（１０年）による定額法によって処理しております。 

(3)賞与引当金････････････ 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込み額のうち、当会計期間に対応

する見積額を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金････ 役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき、当会計期間末にお

ける要支給額を計上しております。 

 

６．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．消費税等の処理 
消費税等は税抜方式によっております。但し、資産に係る控除対象外消費税等は、全額費用として処理しております。 
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［リース取引関係］ 

   

有価証券報告書においてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

［有価証券関係］ 

 

当会計期間末（平成 17 年 12 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                （金額単位：百万円） 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子 会 社 株 式 ７，１０４ ３７，９４５ ３０，８４０ 

合     計 ７，１０４ ３７，９４５ ３０，８４０ 

 

 

前会計期間末（平成 16 年 12 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                （金額単位：百万円） 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子 会 社 株 式 ７，１０４ ２４，０５６ １６，９５１ 

合     計 ７，１０４ ２４，０５６ １６，９５１ 
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平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 

  主な原因別の内訳          

（繰延税金資産） 

   貸倒引当金損金算入限度超過額 

   退職給付引当金損金算入限度超過額 

   賞与引当金否認 

   子会社株式評価損否認 

   土地評価損否認 

   減価償却費損金算入限度超過額 

   退職給付信託設定損否認 

   投資有価証券評価損否認 

   子会社出資金評価損否認 

   繰延資産償却費損金算入限度超過額 

   固定資産見積撤去費用否認 

   そ の 他   

   繰延税金資産小計 

   評価性引当額 

  繰延税金資産合計 

（繰延税金負債） 

   固定資産圧縮積立金 

   その他有価証券評価差額金 

   その他 

繰延税金負債合計 

  繰延税金資産の純額 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

 担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率 

  （ 調 整 ） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 

   評価性引当額 

   受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

   税額控除 

そ の 他 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

（百万円）

６，５７６

 １０，５２９

３５２

 ８，１５３

 ６３５

４３５

１，４７０

 ４，２１１

１，３５２

４３８

７７９

  １，９９１

３６，９２７

△１３，７４５

 ２３，１８２

△１，４９１

△１１，０５１

    △９６

△１２，６４０

 １０，５４２

４０．４%

２．４%

０．８%

△０．１%

△１．３%

    ０．２%

   ４２．４%

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 

  主な原因別の内訳          

（繰延税金資産） 

   貸倒引当金損金算入限度超過額 

   退職給付引当金損金算入限度超過額 

   賞与引当金損金算入限度超過額 

   未払事業税否認 

   子会社株式評価損否認 

   関係会社整理損失 

   減価償却費損金算入限度超過額 

   退職給付信託設定損否認 

   投資有価証券評価損否認 

   子会社出資金評価損否認 

   繰延資産償却費損金算入限度超過額 

   そ の 他   

   繰延税金資産小計 

   評価性引当額 

  繰延税金資産合計 

（繰延税金負債） 

   固定資産圧縮積立金 

   その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 

  繰延税金資産の純額 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

  担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率 

  （ 調 整 ） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 

   評価性引当額 

   受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

   税率変更に伴う影響額 

   税額控除 

そ の 他 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

（百万円）

８，１８６

 １０，６１１

４７４

１，８４６

 ７，６７７

 １０，８８２

３６１

１，４７０

 ４，２９６

７６８

７５９

  ３，００３

５０，３３７

△１３，２３０

 ３７，１０６

△１，６２７

 △３，０５４

 △４，６８１

 ３２，４２４

４１．８%

２．８%

１．９%

△０．１%

１．９%

△１．３%

   △１．５%

   ４５．５%

［税効果会計関係］ 
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アサヒビール株式会社 

役員人事について 

 
平成１８年２月１０日の取締役会において、下記の通り役員人事が内定いたしましたのでご連絡申し上げ

ます。 

記 
 

１． ３月３０日付にて、代表取締役が異動予定 

代表取締役会長（兼ＣＥＯ）池 田 弘 一 （現 代表取締役社長 兼 ＣＯＯ） 
      代表取締役社長（兼ＣＯＯ）荻 田  伍  （現 アサヒ飲料株式会社代表取締役社長） 

      相談役          福 地 茂 雄 （現 代表取締役会長 兼 ＣＥＯ） 

   ＜注＞詳細は後述のとおり 

 

２． ３月２４日付にて、次の取締役が辞任予定 

       岡 田 正 昭 （現 専務取締役 兼 専務執行役員 酒類本部長） 

   ＜注＞・取締役（及び執行役員）を辞任する岡田正昭氏は、アサヒ飲料株式会社代表取締役社長に就

任予定。 

 

３． ３月２４日付にて、次の執行役員が就任予定 

       泉 谷 直 木 （現 常務取締役） 

   ＜注＞・執行役員に就任する泉谷直木氏は、常務取締役のまま常務執行役員に兼務就任し酒類本部長

に就任予定。 

 

４. ３月３０日開催の定時株主総会において、次の通り選任、退任予定 

＜新任取締役候補者＞  

       荻 田  伍  （現 アサヒ飲料株式会社 代表取締役社長） 

       高 橋 正 哲 （現 専務執行役員 近畿圏本部長） 

       本 山 和 夫 （現 執行役員） 

   ＜注＞・取締役に就任予定の荻田伍氏は、同日付の取締役会で代表取締役社長（ＣＯＯ兼務）に就任

予定。 

      ・取締役に就任予定の高橋正哲氏は、同日付の取締役会で専務取締役（専務執行役員兼務）に

就任予定。 

      ・取締役に就任予定の本山和夫氏は、同日付の取締役会で執行役員に兼務就任予定。 

 

   ＜取締役退任予定者＞ 

       福 地 茂 雄 （現 代表取締役会長 兼 ＣＥＯ） 

＜注＞・取締役を退任する福地茂雄氏は、同日付の取締役会で相談役に就任予定。 
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５． ３月３０日開催の取締役会において、次のとおり昇任、選任、退任、異動予定 

   ＜取締役昇任予定者＞ 

       代表取締役会長（兼ＣＥＯ）池 田 弘 一 （現 代表取締役社長 兼 ＣＯＯ） 

 

   ＜執行役員昇任予定者＞ 

常務執行役員  二 宮 裕 次（現 執行役員 広域営業本部長） 

   ＜注＞・常務執行役員に昇任する二宮裕次氏は、引き続き広域営業本部長を継続予定。 

 

＜新任執行役員候補者＞ 

     大 原 清 明 （現 専務取締役） 

       西 野 伊 史 （現 常務取締役） 

       川 村  光  （現 常務取締役） 

谷 野 政 文 （現 理事 担当役員付法務担当部長） 

       北 川 佳 久 （現 理事 財務部長） 

       木 下 宗 茂 （現 理事 Ｒ＆Ｄ本部副本部長 兼 事業開発研究所長） 

       福 島 修 二 （現 理事 福島工場長） 

       唐 澤 範 行 （現 理事 生産本部副本部長 兼 生産技術部長） 

       長 尾 俊 彦 （現 理事 酒類本部担当副本部長 兼 営業部長） 

  ＜注＞・執行役員に就任する大原清明氏は、専務取締役のまま専務執行役員に兼務就任予定。 

      ・執行役員に就任する西野伊史氏は、常務取締役のまま常務執行役員に兼務就任予定。 

      ・執行役員に就任する川村光氏は、常務取締役のまま常務執行役員に兼務就任予定。 

・執行役員に就任する谷野政文氏は、法務担当部長に就任予定。 

      ・執行役員に就任する北川佳久氏は、引き続き財務部長を継続予定。 

      ・執行役員に就任する木下宗茂氏は、引き続きＲ＆Ｄ本部副本部長兼事業開発研究所長を継続

予定。 

      ・執行役員に就任する福島修二氏は、西宮統括工場長に就任予定。 

      ・執行役員に就任する唐澤範行氏は、引き続き生産本部副本部長兼生産技術部長を継続予定。 

      ・執行役員に就任する長尾俊彦氏は、引き続き酒類本部担当副本部長兼営業部長を継続予定。 

 

   ＜執行役員退任予定者＞ 

       富 永 寿 郎 （現 常務執行役員 西日本営業担当） 

戸 倉 政 雄 （現 執行役員 西宮統括工場長） 
   ＜注＞・執行役員を退任する富永寿郎氏は、株式会社アサヒ流通研究所代表取締役会長に就任予定。 

・執行役員を退任する戸倉政雄氏は、常勤顧問に就任予定 

 

＜執行役員異動予定者＞ 

      専務執行役員 藏 口  勝  市場開発担当（現 東日本営業担当） 
      常務執行役員 石 井 敏 史 近畿圏本部長（現 酒類本部営業担当副本部長） 
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取締役候補者（新任） 
 
氏  名   荻田 伍（オギタ ヒトシ） 
生年月日   昭和１７年１月１日（６４歳） 
経  歴   昭和４０年 ４月  当社入社 
       平成 元年 ９月  長野支店長 兼 業務部長 
       平成 ５年 ９月  茨城支店長 
       平成 ６年 ９月  茨城支店長 兼 業務部長 
       平成 ７年 ３月  理事 茨城支店長 兼 業務部長 
       平成 ７年 ９月  理事 福岡支社長 
       平成 ９年 ３月  取締役 福岡支社長 
       平成 ９年 ９月  取締役 九州地区本部長 
       平成１２年 ３月  常務執行役員 九州地区本部長 
       平成１２年１０月  常務執行役員 関信越地区本部長 
       平成１４年 ３月  専務執行役員 関信越地区本部長 
       平成１４年 ９月  アサヒ飲料株式会社 執行役員副社長 
       平成１５年 ３月  アサヒ飲料株式会社 代表取締役社長 
                 （現在に至る） 
 
 
氏  名   高橋 正哲（タカハシ マサトシ） 
生年月日   昭和２１年１０月２４日（５９歳） 
経  歴   昭和４４年 ４月  当社入社        
       平成 ４年 ９月  東京支社副支社長 兼 中央第一支店長 
       平成 ６年 ９月  東京支社副支社長 
       平成 ７年 ９月  大阪支社副支社長 
       平成 ９年 ３月  理事 大阪支社副支社長 
       平成１０年 ３月  理事 名古屋支社長 
       平成１１年 ９月  理事 中部地区本部副本部長 兼 名古屋支社長 
       平成１２年 ３月  執行役員 中部地区本部長 
       平成１３年 ９月  執行役員 酒類事業本部長 
       平成１４年 ３月  常務執行役員 酒類事業本部長 

       平成１５年 ９月  常務執行役員 近畿圏本部長 

       平成１７年 ３月  専務執行役員 近畿圏本部長 

                （現在に至る） 
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氏  名   本山 和夫（モトヤマ カズオ） 
生年月日   昭和２５年 ３月１４日（５５歳） 
経  歴   昭和４７年 ４月  当社入社 
       平成１０年 ９月  物流システム部長 兼 物流システム本部企画室長 
       平成１１年 ９月  物流システム本部長 
       平成１２年 １月  総合品質本部長 兼 物流システム本部長 
       平成１２年 ３月  執行役員 総合品質本部長 兼 物流システム本部長 
       平成１３年 ９月  執行役員 ＳＣＭ本部長 
       平成１４年 ９月  執行役員 経営戦略・広報担当 
       平成１５年 ９月  執行役員 戦略企画本部長 
       平成１７年１０月  執行役員 グループ本社担当 

（現在に至る） 
 

以上 
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比  較  貸  借  対  照  表 

（金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 

平成 17 年 12 月 31 日現在 

平成１６年１２月期 

平成 16 年 12 月 31 日現在 

増 減 

（△印減） 
        期  別 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流 動 資 産 283,947 28.9 338,687 32.6 △54,740 

 現 金 及 び 預 金 3,043  4,886  △1,843 

 受 取 手 形 5,434  6,937  △1,502 

 売 掛 金 190,726  220,878  △30,152 

 商 品 ・ 製 品 9,955  9,772  182 

 半 製 品 8,501  7,330  1,171 

 原 材 料 12,853  11,794  1,058 

 貯 蔵 品 4,459  5,012  △553 

 短 期 貸 付 金 41,359  46,056  △4,697 

 前 払 費 用 6,660  7,307  △647 

 未 収 入 金 5,036  12,693  △7,656 

 繰 延 税 金 資 産 4,121  17,527  △13,406 

 そ の 他 663  484  179 

 貸 倒 引 当 金 △8,867  △11,994  3,127 

       

Ⅱ 固 定 資 産 697,203 71.1 699,631 67.4 △2,427 

 有 形 固 定 資 産 490,488  514,023  △23,534 

  建 物 138,408  146,440  △8,031 

  機 械 及 び 装 置 156,267  163,174  △6,906 

  工 具 器 具 備 品 46,529  48,041  △1,512 

  土 地 123,308  129,947  △6,639 

  建 設 仮 勘 定 4,132  3,335  796 

  そ の 他 21,842  23,083  △1,240 

       

 無 形 固 定 資 産 8,434  12,656  △4,222 

       

 投 資 そ の 他 の 資 産 198,280  172,951  25,329 

  投 資 有 価 証 券 73,342  50,869  22,473 

  関 係 会 社 株 式 85,124  66,437  18,686 

  長 期 貸 付 金 14,846  18,388  △3,542 

  繰 延 税 金 資 産 6,421  14,897  △8,476 

  そ の 他 28,631  33,132  △4,500 

  貸 倒 引 当 金 △10,086  △10,774  688 

       

資 産 合 計 981,151 100.0 1,038,319 100.0 △57,167 
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（金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 

平成 17 年 12 月 31 日現在 

平成１６年１２月期 

平成 16 年 12 月 31 日現在 

増 減 

（△印減） 
       期  別   

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流 動 負 債 385,484 39.3 423,167 40.8 △37,683 

 支 払 手 形 271  229  41 

 買 掛 金 52,837  49,162  3,675 

 短 期 借 入 金 47,104  22,018  25,086 

 １ 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 50,000  49,997  3 

 未 払 金 12,967  10,654  2,313 

 未 払 酒 税 124,644  138,199  △13,555 

 未 払 消 費 税 等 5,484  9,099   △3,615 

 未 払 法 人 税 等 －  21,010  △21,010 

 未 払 費 用 35,125  45,664  △10,538 

 預 り 金 52,530  75,637  △23,107 

 コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 3,500  －  3,500 

 賞 与 引 当 金 948  1,398  △449 

 そ の 他 69  96  △26 

       

Ⅱ 固 定 負 債 161,977 16.5 211,387 20.3 △49,409 

 社 債 70,000  120,000  △50,000 

 長 期 借 入 金 46,500  46,500  － 

 長 期 預 り 金 34,503  32,974  1,529 

 

 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

10,567 

406 

 

 

11,565 

346 

 

 

△998 

59 

負 債 合 計 547,462 55.8 634,555 61.1 △87,093 

（ 資 本 の 部 ）      

Ⅰ 資 本 金 182,531 18.6 182,531 17.6 － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 172,718 17.6 190,291 18.3 △17,573 

  資 本 準 備 金 130,292  130,292  － 

  そ の 他 資 本 剰 余 金 42,425  59,999  △17,573 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 79,445 8.1 51,318 4.9 28,127 

  任 意 積 立 金 42,402  22,606  19,795 

  当 期 未 処 分 利 益 37,043  28,711  8,332 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 16,310 1.6 4,507 0.4 11,803 

Ⅴ 自 己 株 式 △17,317 △1.7 △24,885 △2.3 7,568 

資 本 合 計 433,689 44.2 403,763 38.9 29,925 

負 債 資 本 合 計 981,151 100.0 1,038,319 100.0 △57,167 
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〔貸借対照表の注記〕 

 

１.有形固定資産に対する減価償却累計額                    （金額単位：百万円） 
平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 増 減  

摘       要 金   額 金   額 （ △ 印 減 ） 
有形固定資産に対する減価償却累計額 ４２１，８５８ ３９９，０６１ ２２，７９７ 

 

２．自己株式                                （金額単位：百万円） 
増 減 

摘       要 平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 
（ △ 印 減 ） 

株  数 (株) １５，４９４，７５７ ２８，３３４，９０５ △１２，８４０，１４８ 自 己 株 式 

金  額 １７，３１７ ２４，８８５ △７，５６８ 

   

  ３．期末日満期手形の処理 

     期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。従って当期末日は金融機関の休業日のため、次の通り

期末日満期手形が期末残高に含まれております。                           （金額単位：百万円） 
平成１７年１２月期 平成１６年１２月期  

摘       要 金   額 金   額 

増 減 
（ △ 印 減 ） 

受 取 手 形 １５３ ５３ １００ 
支 払 手 形 １０ ８ ２ 

 

  ４．保証債務 

（１）銀行借入等に対する保証債務等                       （金額単位：百万円） 
平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 増 減  

摘       要 金   額 金   額 （ △ 印 減 ） 
保 証 債 務 ３３，７０９ ２８，３２１ ５，３８８ 
保 証 予 約 ６０ １００ △４０ 
経 営 指 導 念 書 等 ３，６２５ ４，１２５ △５００ 

  （２）デリバティブ取引に対する保証債務等                   （金額単位：百万円） 
平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 増 減  

摘       要 金   額 金   額 （ △ 印 減 ） 
契 約額等 ６，０００ ２，０００ ４，０００ 保 証 債 務 
評 価損益 △３６ △３０ △６ 
契 約額等 ３，０００ ３，０００ － 経 営指導念書等 
評 価損益 △２１２ △５９６ ３８４ 

（注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスク等を回避する目的のものであります。 
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比  較  損  益  計  算  書 

（金額単位：百万円） 

平成１７年１２月期 

自平成 17 年 1 月 1 日 
至平成 17 年 12 月 31 日 

平成１６年１２月期 

自平成 16 年 1 月 1 日 
至平成 16 年 12 月 31 日 

増 減 

（△印減） 
期  別    

科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

   ％  ％  
Ⅰ 売 上 高 1,054,161 100.0 1,116,360 100.0 △62,199 
Ⅱ 売 上 原 価 753,797 71.5 803,486 72.0 △49,689 
 売 上 総 利 益 300,363 28.5 312,873 28.0 △12,510 
       
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 221,849 21.1 221,140 19.8 709 
  販 売 奨 励 金 及 び 手 数 料 77,768  76,249  1,519 
  広 告 宣 伝 費 32,207  32,342  △135 
  運 搬 費 17,445  16,926  518 
  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 －  30  △30 
  従 業 員 給 与 手 当 19,074  19,244  △170 
  従 業 員 賞 与 7,290  7,795  △504 
 
 

 
 

退 職 給 付 費 用 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 

2,351 
73 

 3,198 
73 

 
 

△847 
0 

  減 価 償 却 費 5,037  5,207  △169 
  事 業 税 834  －  834 
  そ の 他 59,766  60,071  △304 
 営 業 利 益 78,513 7.4 91,733 8.2 △13,220 
       
Ⅳ 営 業 外 収 益 2,959 0.3 2,749 0.2 209 
  受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,955  1,844  111 
  雑 収 入 1,003  905  97 
       
Ⅴ 営 業 外 費 用 4,567 0.4 5,823 0.5 △1,256 
  支 払 利 息 2,202  2,806  △603 
  雑 支 出 2,365  3,017  △652 
 経 常 利 益 76,905 7.3 88,659 7.9 △11,754 
       
Ⅵ 特 別 利 益 2,584 0.2 522 0.0 2,062 
  固 定 資 産 売 却 益 503  300  203 
  投 資 有 価 証 券 売 却 益 421  213  207 
  関 係 会 社 株 式 売 却 益 297  8  289 
  貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,361  －  1,361 
       
Ⅶ 特 別 損 失 17,870 1.7 37,435 3.3 △19,565 
  固 定 資 産 売 却 除 却 損 12,764  7,322  5,442 
  投 資 有 価 証 券 売 却 損 77  123  △45 
  投 資 有 価 証 券 評 価 損 263  167  96 
  関 係 会 社 整 理 損 失 1,381  24,668  △23,286 
  関 係 会 社 株 式 売 却 損 －  121  △121 
  関 係 会 社 株 式 評 価 損 362  5,033  △4,670 
  関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 1,445  －  1,445 
  土 地 評 価 損 1,573  －  1,573 
 税 引 前 当 期 純 利 益 61,620 5.8 51,746 4.6 9,873 
 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,237 1.1 30,199 2.7 △17,962 
 法 人 税 等 調 整 額 13,885 1.3 △6,648 △0.6 20,534 
 当 期 純 利 益 35,498 3.4 28,196 2.5 7,301 
       
 前 期 繰 越 利 益 5,185  4,154  1,030 
 中 間 配 当 額 3,639  3,639  △0 
 当 期 未 処 分 利 益 37,043  28,711  8,332 
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利 益 処 分 計 算 書 （案） 
 

                                      （金額単位：百万円） 

摘 要 平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 
増 減 金 額 

（ △ 印 減 ） 

Ⅰ 当期未処分利益の処分 

当 期 未 処 分 利 益 

固定資産圧縮積立金取崩額 

計 

この処分は次の通りであります。 

 

配 当 金 

取 締 役 賞 与 金 

監 査 役 賞 与 金 

別 途 積 立 金 

次 期 繰 越 利 益 

 

３７，０４３ 

２００ 

３７，２４４ 

 

 

４，５４１ 

４２ 

６ 

２５，０００ 

７，６５３ 

 

２８，７１１ 

２０４ 

２８，９１６ 

 

 

３，６３９ 

７４ 

１７ 

２０，０００ 

５，１８５ 

 

８，３３２ 

△４ 

８，３２８ 

 

 

９０２ 

△３１ 

△１０ 

５，０００ 

２，４６８ 

Ⅱ その他資本剰余金の処分 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

その他資本剰余金処分額 

   配  当  金 

   そ  の  他 

その他資本剰余金次期繰越高 

 

４２，４２５ 

 

－ 

－ 

４２，４２５ 

 

５９，９９９ 

 

－ 

－ 

５９，９９９ 

 

１７，５７３ 

 

－ 

－ 

１７，５７３ 

 

１株当たり配当金 
平成１７年１２月期 平成１６年１２月期  

年  間 中  間 期  末 年  間 中  間 期  末 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 

普通株式 

  （内訳） 

   普通配当 

    

１７ ００ 

 

１７ ００ 

     

 ７ ５０ 

 

 ７ ５０ 

     

９ ５０ 

 

９ ５０ 

     

１５ ００ 

 

１５ ００ 

     

７ ５０ 

 

 ７ ５０ 

     

７ ５０ 

 

７ ５０ 
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部 門 別 売 上 高 
（平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日） 

                                              （金額単位：百万円） 

 平成１７年１２月期  平成１６年１２月期 増 減 率 
区 分 

金 額 金 額 （ △ 印 減 ） 

 

ビ ー ル 

発 泡 酒 

そ の 他 の 雑 酒 ② 

焼 酎 

低アルコール飲料 

洋 酒 

ワ イ ン 

そ の 他 の 酒 類 等 

不 動 産 
 

 

７２６，２２６ 

１４７，３８７ 

４５，８５８ 

５５，０８７ 

３２，０５１ 

２８，２１９ 

１５，０７２ 

２，９２１ 

１，３３６ 

 

７８６，７５６ 

２００，６４５ 

－ 

５１，７７３ 

２８，３２８ 

２９，５２５ 

１４，３９８ 

３，０４９ 

１，８８２ 

％ 

△７．７ 

△２６.５ 

－ 

６．４ 

１３．１ 

△４．４ 

４．７ 

△４．２ 

△２９．０ 

合       計 １，０５４，１６１ １，１１６，３６０ △５．６ 
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［重要な会計方針］ 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1)子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法に基づく原価法 

（2)その他有価証券 

①時価のあるもの･･･期末決算日前一ヶ月の市場価格等の平均価格に基づく時価法 

         （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

②時価のないもの･･･移動平均法に基づく原価法 

 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品・製品、半製品･･･････総平均法に基づく原価法 

(2) 原材料、貯蔵品･･･････････移動平均法に基づく原価法 

  

３．固定資産の減価償却の方法(***) 

(1)有形固定資産 

  ①生産設備･･････････････････････････････････････････････定額法 

  ②物流設備ほか（平成１０年４月１日以降取得の建物＊）････定額法 

  ③上記以外の物流設備ほか････････････････････････････････定率法 

（*）ただし、建物附属設備は除く。 

(2)無形固定資産 ･･･････････････････････････････････････････定額法(**) 

(**)ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(***)耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。  

 

４．繰延資産の処理方法 ･････････繰延資産については、支出時に全額費用としております。 

 

５．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金････････････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては、個別に回収可能性を検

討して、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金････････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計

上しております。  

             数理計算上の差異は、発生時の翌会計期間から従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（１０年）による定額法によって処理しております。 

             過去勤務債務は、発生時から従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
（１０年）による定額法によって処理しております。 

(3)賞与引当金････････････ 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込み額のうち、当会計期間に対応

する見積額を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金････ 役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき、当会計期間末にお

ける要支給額を計上しております。 

 

６．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．消費税等の処理 
消費税等は税抜方式によっております。但し、資産に係る控除対象外消費税等は、全額費用として処理しております。 
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［リース取引関係］ 

   

有価証券報告書においてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 
 

［有価証券関係］ 

 

当会計期間末（平成 17 年 12 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                （金額単位：百万円） 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子 会 社 株 式 ７，１０４  ３７，９４５  ３０，８４０  

合     計 ７，１０４  ３７，９４５  ３０，８４０  

 

 

前会計期間末（平成 16 年 12 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                （金額単位：百万円） 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子 会 社 株 式 ７，１０４  ２４，０５６  １６，９５１  

合     計 ７，１０４  ２４，０５６  １６，９５１  
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平成１７年１２月期 平成１６年１２月期 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 

  主な原因別の内訳          

（繰延税金資産） 

   貸倒引当金損金算入限度超過額 

   退職給付引当金損金算入限度超過額 

   賞与引当金否認 

   子会社株式評価損否認 

   土地評価損否認 

   減価償却費損金算入限度超過額 

   退職給付信託設定損否認 

   投資有価証券評価損否認 

   子会社出資金評価損否認 

   繰延資産償却費損金算入限度超過額 

   固定資産見積撤去費用否認 

   そ の 他   

   繰延税金資産小計 

   評価性引当額 

  繰延税金資産合計 

（繰延税金負債） 

   固定資産圧縮積立金 

   その他有価証券評価差額金 

   その他 

繰延税金負債合計 

  繰延税金資産の純額 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

 担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率 

  （ 調 整 ） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 

   評価性引当額 

   受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

   税額控除 

そ の 他 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

（百万円） 

 

 

６，５７６ 

 １０，５２９ 

３５２ 

 ８，１５３ 

 ６３５ 

４３５ 

１，４７０ 

 ４，２１１ 

１，３５２ 

４３８ 

７７９ 

  １，９９１ 

３６，９２７ 

△１３，７４５ 

 ２３，１８２ 

 

△１，４９１ 

△１１，０５１ 

    △９６ 

△１２，６４０ 

 １０，５４２ 

 

 

４０．４% 

 

２．４% 

０．８% 

△０．１% 

△１．３% 

    ０．２% 

   ４２．４% 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 

  主な原因別の内訳          

（繰延税金資産） 

   貸倒引当金損金算入限度超過額 

   退職給付引当金損金算入限度超過額 

   賞与引当金損金算入限度超過額 

   未払事業税否認 

   子会社株式評価損否認 

   関係会社整理損失 

   減価償却費損金算入限度超過額 

   退職給付信託設定損否認 

   投資有価証券評価損否認 

   子会社出資金評価損否認 

   繰延資産償却費損金算入限度超過額 

   そ の 他   

   繰延税金資産小計 

   評価性引当額 

  繰延税金資産合計 

（繰延税金負債） 

   固定資産圧縮積立金 

   その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 

  繰延税金資産の純額 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

  担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率 

  （ 調 整 ） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 

   評価性引当額 

   受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

   税率変更に伴う影響額 

   税額控除 

そ の 他 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

（百万円） 

 

 

８，１８６ 

 １０，６１１ 

４７４ 

１，８４６ 

 ７，６７７ 

 １０，８８２ 

３６１ 

１，４７０ 

 ４，２９６ 

７６８ 

７５９ 

  ３，００３ 

５０，３３７ 

△１３，２３０ 

 ３７，１０６ 

 

△１，６２７ 

 △３，０５４ 

 △４，６８１ 

 ３２，４２４ 

 

 

 

４１．８% 

 

２．８% 

１．９% 

△０．１% 

１．９% 

△１．３% 

   △１．５% 

   ４５．５% 

［税効果会計関係］ 
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アサヒビール株式会社 

役員人事について 

 
平成１８年２月１０日の取締役会において、下記の通り役員人事が内定いたしましたのでご連絡申し上げ

ます。 

記 
 

１． ３月３０日付にて、代表取締役が異動予定 

代表取締役会長（兼ＣＥＯ）池 田 弘 一 （現 代表取締役社長 兼 ＣＯＯ） 
      代表取締役社長（兼ＣＯＯ）荻 田  伍  （現 アサヒ飲料株式会社代表取締役社長） 

      相談役          福 地 茂 雄 （現 代表取締役会長 兼 ＣＥＯ） 

   ＜注＞詳細は後述のとおり 

 

２． ３月２４日付にて、次の取締役が辞任予定 

       岡 田 正 昭 （現 専務取締役 兼 専務執行役員 酒類本部長） 

   ＜注＞・取締役（及び執行役員）を辞任する岡田正昭氏は、アサヒ飲料株式会社代表取締役社長に就

任予定。 

 

３． ３月２４日付にて、次の執行役員が就任予定 

       泉 谷 直 木 （現 常務取締役） 

   ＜注＞・執行役員に就任する泉谷直木氏は、常務取締役のまま常務執行役員に兼務就任し酒類本部長

に就任予定。 

 

４. ３月３０日開催の定時株主総会において、次の通り選任、退任予定 

＜新任取締役候補者＞  

       荻 田  伍  （現 アサヒ飲料株式会社 代表取締役社長） 

       高 橋 正 哲 （現 専務執行役員 近畿圏本部長） 

       本 山 和 夫 （現 執行役員） 

   ＜注＞・取締役に就任予定の荻田伍氏は、同日付の取締役会で代表取締役社長（ＣＯＯ兼務）に就任

予定。 

      ・取締役に就任予定の高橋正哲氏は、同日付の取締役会で専務取締役（専務執行役員兼務）に

就任予定。 

      ・取締役に就任予定の本山和夫氏は、同日付の取締役会で執行役員に兼務就任予定。 

 

   ＜取締役退任予定者＞ 

       福 地 茂 雄 （現 代表取締役会長 兼 ＣＥＯ） 

＜注＞・取締役を退任する福地茂雄氏は、同日付の取締役会で相談役に就任予定。 
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５． ３月３０日開催の取締役会において、次のとおり昇任、選任、退任、異動予定 

   ＜取締役昇任予定者＞ 

       代表取締役会長（兼ＣＥＯ）池 田 弘 一 （現 代表取締役社長 兼 ＣＯＯ） 

 

   ＜執行役員昇任予定者＞ 

常務執行役員  二 宮 裕 次（現 執行役員 広域営業本部長） 

   ＜注＞・常務執行役員に昇任する二宮裕次氏は、引き続き広域営業本部長を継続予定。 

 

＜新任執行役員候補者＞ 

     大 原 清 明 （現 専務取締役） 

       西 野 伊 史 （現 常務取締役） 

       川 村  光  （現 常務取締役） 

谷 野 政 文 （現 理事 担当役員付法務担当部長） 

       北 川 佳 久 （現 理事 財務部長） 

       木 下 宗 茂 （現 理事 Ｒ＆Ｄ本部副本部長 兼 事業開発研究所長） 

       福 島 修 二 （現 理事 福島工場長） 

       唐 澤 範 行 （現 理事 生産本部副本部長 兼 生産技術部長） 

       長 尾 俊 彦 （現 理事 酒類本部担当副本部長 兼 営業部長） 

  ＜注＞・執行役員に就任する大原清明氏は、専務取締役のまま専務執行役員に兼務就任予定。 

      ・執行役員に就任する西野伊史氏は、常務取締役のまま常務執行役員に兼務就任予定。 

      ・執行役員に就任する川村光氏は、常務取締役のまま常務執行役員に兼務就任予定。 

・執行役員に就任する谷野政文氏は、法務担当部長に就任予定。 

      ・執行役員に就任する北川佳久氏は、引き続き財務部長を継続予定。 

      ・執行役員に就任する木下宗茂氏は、引き続きＲ＆Ｄ本部副本部長兼事業開発研究所長を継続

予定。 

      ・執行役員に就任する福島修二氏は、西宮統括工場長に就任予定。 

      ・執行役員に就任する唐澤範行氏は、引き続き生産本部副本部長兼生産技術部長を継続予定。 

      ・執行役員に就任する長尾俊彦氏は、引き続き酒類本部担当副本部長兼営業部長を継続予定。 

 

   ＜執行役員退任予定者＞ 

       富 永 寿 郎 （現 常務執行役員 西日本営業担当） 

戸 倉 政 雄 （現 執行役員 西宮統括工場長） 
   ＜注＞・執行役員を退任する富永寿郎氏は、株式会社アサヒ流通研究所代表取締役会長に就任予定。 

・執行役員を退任する戸倉政雄氏は、常勤顧問に就任予定 

 

＜執行役員異動予定者＞ 

      専務執行役員 藏 口  勝  市場開発担当（現 東日本営業担当） 
      常務執行役員 石 井 敏 史 近畿圏本部長（現 酒類本部営業担当副本部長） 
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取締役候補者（新任） 
 
氏  名   荻田 伍（オギタ ヒトシ） 
生年月日   昭和１７年１月１日（６４歳） 
経  歴   昭和４０年 ４月  当社入社 
       平成 元年 ９月  長野支店長 兼 業務部長 
       平成 ５年 ９月  茨城支店長 
       平成 ６年 ９月  茨城支店長 兼 業務部長 
       平成 ７年 ３月  理事 茨城支店長 兼 業務部長 
       平成 ７年 ９月  理事 福岡支社長 
       平成 ９年 ３月  取締役 福岡支社長 
       平成 ９年 ９月  取締役 九州地区本部長 
       平成１２年 ３月  常務執行役員 九州地区本部長 
       平成１２年１０月  常務執行役員 関信越地区本部長 
       平成１４年 ３月  専務執行役員 関信越地区本部長 
       平成１４年 ９月  アサヒ飲料株式会社 執行役員副社長 
       平成１５年 ３月  アサヒ飲料株式会社 代表取締役社長 
                 （現在に至る） 
 
 
氏  名   高橋 正哲（タカハシ マサトシ） 
生年月日   昭和２１年１０月２４日（５９歳） 
経  歴   昭和４４年 ４月  当社入社        
       平成 ４年 ９月  東京支社副支社長 兼 中央第一支店長 
       平成 ６年 ９月  東京支社副支社長 
       平成 ７年 ９月  大阪支社副支社長 
       平成 ９年 ３月  理事 大阪支社副支社長 
       平成１０年 ３月  理事 名古屋支社長 
       平成１１年 ９月  理事 中部地区本部副本部長 兼 名古屋支社長 
       平成１２年 ３月  執行役員 中部地区本部長 
       平成１３年 ９月  執行役員 酒類事業本部長 
       平成１４年 ３月  常務執行役員 酒類事業本部長 

       平成１５年 ９月  常務執行役員 近畿圏本部長 

       平成１７年 ３月  専務執行役員 近畿圏本部長 

                （現在に至る） 
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氏  名   本山 和夫（モトヤマ カズオ） 
生年月日   昭和２５年 ３月１４日（５５歳） 
経  歴   昭和４７年 ４月  当社入社 
       平成１０年 ９月  物流システム部長 兼 物流システム本部企画室長 
       平成１１年 ９月  物流システム本部長 
       平成１２年 １月  総合品質本部長 兼 物流システム本部長 
       平成１２年 ３月  執行役員 総合品質本部長 兼 物流システム本部長 
       平成１３年 ９月  執行役員 ＳＣＭ本部長 
       平成１４年 ９月  執行役員 経営戦略・広報担当 
       平成１５年 ９月  執行役員 戦略企画本部長 
       平成１７年１０月  執行役員 グループ本社担当 

（現在に至る） 
 

以上 

 
 




